
令和４年度（令和３年度からの繰越分）京都府介護職員処遇改善支援補助金交付要領 

 

（趣旨） 

第１条 知事は、介護サービス事業所又は介護保険施設（介護予防・日常生活支援総合事業

（指定サービス）を含む。）が実施する、介護職員等の処遇改善に係る取組に要する経費

に対して、「令和４年度（令和３年度からの繰越分）介護職員処遇改善支援事業の実施に

ついて」（令和４年４月１日付け老発 0401第３号厚生労働省老健局長通知）別紙の令和４

年度（令和３年度からの繰越分）介護職員処遇改善支援事業実施要綱（以下「国実施要綱」

という。）、補助金等の交付に関する規則（昭和 35年京都府規則第 23号。以下「規則」と

いう。）及びこの要領の定めるところにより、予算の範囲内において補助金を交付する。 

 

（交付対象者） 

第２条 補助金の交付の対象となる者は、京都府又は京都府内の市町村の指定を受けてい

る、国実施要綱の３に規定する介護サービス事業所等とする。 

 

（交付対象事業等） 

第３条 補助金の交付の対象となる事業は、介護サービス事業所等に勤務する職員の処遇

改善に係る事業とし、補助金の交付の対象となる経費は国実施要綱の４に定める費用と

し、補助金の額は国実施要綱の５に定める算式により得た額とする。 

 

（交付の申請） 

第４条 規則第５条第１項に規定する申請書は、国実施要綱の７（２）に掲げる別紙様式２

－１及び別紙様式２－２とし、知事が別に定める日までに知事に提出するものとする。 

 

（交付事業の変更等の承認） 

第５条 規則第９条の規定により知事の承認を受けなければならない変更の申請は、別記

第１号様式によるものとする。 

２ 知事は、必要に応じ、前項の承認に条件を付することができる。 

 

（事業の中止又は廃止等） 

第６条 補助金の交付の決定を受けたもの（以下「補助事業者」という。）は、交付の決定

を受けた事業（以下「交付決定事業」という。）を中止し、又は廃止する場合は、知事が

別に定める様式を知事に提出して、その承認を受けなければならない。 

２ 補助事業者は、交付決定事業が申請時に予定していた期間内に完了する見込みがなく

なった場合又は交付決定事業の遂行が困難となった場合は、速やかに知事に報告し、その

指示を受けなければならない。 



 

（遂行状況報告） 

第７条 知事は、必要があると認めるときは、補助事業者に対し、交付決定事業の遂行状況

について、報告書の提出を求めることができる。 

 

（実績報告） 

第８条 規則第 13条に規定する実績報告書は、国実施要綱の７（３）に掲げる別紙様式３

－１及び別紙様式３－２によるものとし、補助事業者は、令和５年１月 31日までに知事

に提出しなければならない。 

 

（補助金の概算払） 

第９条 知事は、必要があると認めるときは、交付決定をした額の全部又は一部を概算払に

より交付することができる。 

 

（特別事情届出） 

第 10条 補助事業者は、事業の継続を図るために、職員の賃金水準（加算による賃金水準

を除く。）を引き下げた上で賃金改善を行う場合は、国実施要綱の７（６）に掲げる別紙

様式４を知事に届け出るものとする。 

 

（地位の承継） 

第 11条 補助事業者の地位は、合併又は分割その他特別の理由がある場合に限り、承継す

ることができる。 

２ 前項の規定により補助事業者の地位を承継しようとする者は、その事実を証する書面

を添えて、知事が別に定める申請書を提出し、知事の承認を受けなければならない。 

 

（書類の整備） 

第 12条 補助事業者は、補助金に係る収支を記載した帳簿を備え付けるとともに、その証

拠となる書類を整理し、かつ、これらの書類を当該事業の完了の日の属する年度の翌年度

から 10年間保存しなければならない。 

 

（その他） 

第 13条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、知事が別に定める。 

 

 附 則 

この要領は、令和４年度分の補助金から施行する。 


